
東アジア諸国との経済連携協定

平成１６年３月
外務省



１．東アジア地域におけるＦＴＡ／ＥＰＡ

ＦＴＡ（自由貿易協定）
　　　　　　　　　　　　　　　　
ＥＰＡ（経済連携協定）

政治的・経済的連携の
有力な手段

中国 米国

インド 豪州

韓国

シンガポール

ＡＳＥＡＮ

タイ

：交渉済み（タイ・中国、タイ・インド間はアーリーハーベスト合意）
：交渉中／開始予定



２．我が国のＥＰＡ政策

ＦＴＡよりもＥＰＡ

貿易自由化だけ
ではなく、より幅
広い経済連携を
目指す

【政策目標】【交渉相手国】

韓国

タイ

フィリピン

マレーシア

ＡＳＥＡＮ全体

１．東アジア地域における政治的・
　
　　経済的リーダーシップの確保

２．相手国との政治・経済的な
　　絆の強化

３．東アジア地域における経済的
　　利益の確保

４．我が国のスタンダードの東ア　
　　　
　　ジア地域への浸透



FTA/EPA　日本の取組み状況
（協定締結済みのシンガポールを除く）

状況

H14年11月より政府間交渉開始。Ｈ15年10月フォックス大統領訪日時に実質合意を目指した

が、その後も交渉を継続中。

H15年10月の首脳会談で、政府間交渉を年内に開始し2005年内に実質的に終了させること

で合意。12月22日に第1回交渉を、2月23日-25日に第2回交渉を行った。4月26日－28日に

第3回交渉を行う予定。

タイ

H14年9月以降作業部会を開催。H15年7月より産学の参加者を拡大した「日タイ経済連携協

定タスクフォース」に移行。12月の首脳会談で交渉開始合意。2月16日-17日に第1回交渉を

行った。4月7日-9日（必要なら10日まで）第2回交渉を行う予定。

フィリピン

H14年10月以降作業部会を開催。H15年9月より産学の参加者を拡大した「日フィリピン経済

連携協定合同調整チーム」に移行。12月の首脳会談で交渉開始合意。2月4-5日の日程で、

第1回交渉を行った。4月中旬(14日－16日で最終調整中）に第2回交渉を行う予定。

マレーシア

H15年5月以降作業部会を開催。H15年9月より産学の参加者を交えた「日マレーシア経済連

携産学官共同研究会」に移行。12月の首脳会談で交渉開始合意。1月13日に第1回交渉を、3

月9日－11日に第2回交渉を行った。

インドネシア
H15年9月に第1回、12月19日に第2回の予備協議を開催。次回の日程は未定。

H15年10月の日・ASEAN首脳会議で署名された「日・ASEAN包括的経済連携の枠組み」に定

められた様々な分野での経済連携強化のための作業を進めている。2月14-15日に第6回日

ASEAN包括的経済連携委員会を開催。第7回会合は5月に開催予定。

H15年10月の日中韓首脳宣言において、それぞれの研究機関により進められてきたFTAの経

済的影響に関する共同研究の進展を評価するとともに、時宜を得た方法で、将来におけるよ

り緊密な経済連携の方向性を探求することで合意。また、三国間投資取り極めのあり得べき

形態に関する非公式な共同研究を立ち上げることで合意。　これを受け、第1回共同研究会合

を、3月8日－9日に東京で開催。

日中韓

相手国

韓国

メキシコ

ASEAN全体

ASEAN

日・ASEAN包括的経済連携に関する首脳達の「共同宣言」で承認された「日本とＡＳＥＡＮ全体との間の包括的経済連携実現のため

の枠組みを検討する一方で、すべてのＡＳＥＡＮ加盟国と日本が二国間の経済連携を確立するための作業を始めることができる」とい

う手法で推進。

二国間

（参考）



３．経済連携交渉における双方の関心事項

わ
が
国
の
主
要
関
心
事
項

１．工業製品等の関税
　　撤廃

２．投資自由化の促進

３．特定サービス分野の
　　自由化

４．政府調達市場の開放

５．知的財産権/競争政策

６．手続的透明性の向上

７．ビジネス環境整備　等　

相
手
国
の
主
要
関
心
事
項

１．関心物品の関税
　　撤廃

２．「人の移動」の促進

３．協力案件の充実

（韓国）
４．非関税措置の撤廃

５．相互承認の促進　等



農林水

産品

（8.9%)
石油製

品等

(13.4%)

化学品

等(3.0%)

プラス

チック及

びゴム

製品

(3.9%)

繊維等

(4.1%)
皮革履

物(1.1%)

その他

製品

(3.1%）

無税品

目

(62.5%)

　日本→韓国　　　　　　　　韓国→日本
総輸出額3.44兆円　　　　総輸入額1.90兆円　　

（出所：財務省貿易統計　2002年）

その他製

品

(6.4%)

化学品等

(11.6%)

石油製品

等

(2.1%)

金属等

(14.3%)

機械

及び

電気機器

(22.9%)

車両、

航空機、

船舶

(3.0%)

光学機

器、写真

用機器

(6.4%)

プラス

チック

及び

ゴム類

(5.0%)
無税品目

(28.3%)

日本－韓国：主な輸出入品目



原動機

（4.2%）

ポンプ及

び遠心分

離器

（2.7%）

金属加工

機械

（3.0%）

電気回路

等の機器

（3.2%）

自動車の

部分品

（6.6%）

半導体等

電子部品

（14.6%） 鉄鋼のﾌ

ﾗｯﾄﾛｰﾙ製

品

（7.2%）

その他

（58.5%）

科学光学

機器

（3.3%）

天然ゴム

（3.6%）

魚介類の

調製品

（3.8%）

音響・映像

機器

（5.8%）

半導体等

電子部品

（5.8%）

魚介類（生

鮮・冷凍）

（6.0%）
事務用機

器（7.9%）

鶏肉

（3.3%）

その他

（60.5%）

日本－タイ：主な輸出入品目

日本→タイ
総輸出額1.65兆円

タイ→日本
総輸入額1.31兆円

（出所：財務省貿易統計　2002年）



電気回路

等の機器

(5.9%)

自動車

(3.5%)
自動車の

部分品

(2.8%)

鉄鋼のﾌﾗｯ

ﾄﾛｰﾙ製品

(2.8%)

科学光学

機器(3.6%)

半導体等

電子部品

(21.2%)

事務用機

器(12.2%)

その他

(48.0%)

事務用機

器(24.9%)

半導体等

電子部品

(20.8%)
果実(7.8%)

音響・映像

機器(4.2%)

通信機

(3.0%)

重電機器

(2.7%)

科学光学

機器(2.4%)

その他

(34.2%)

日本－フィリピン：主な輸出入品目

日本→フィリピン　　　　　　　　　　　フィリピン→日本
総輸出額1.05兆円　　　　　　　　　　総輸入額8,180億円

（出所：財務省貿易統計　2002年）



日本－マレーシア：主な輸出入品目

半導体等電

子部品

(22%)

自動車(5%)

自動車部品

(4%)

鉄鋼製品

(4%)

事務用機械

(3%)

電子部品

(3%)

科学光学機

器(3%)

その他

(56%)

液化天然ガス

(22%)

音響映像機器

（13%)

半導体等電子

部品(12%)事務用機械

(9%)

合板(5%)

原油(4%)

木材（丸太・

製材等）

(3%)

その他(32%)

日本→マレーシア　　　　　　　　　　　マレーシア→日本
総輸出額1.38兆円　　　　　　　　　　　総輸入額1.40兆円

（出所：財務省貿易統計　2002年）


